
重要インフラの緊急点検に関する関係閣僚会議 

 

平成３０年９月２１日９時５０分～ 

於：官邸４階大会議室 

 

議  事  次  第 

 

 

１．開会    【国土強靱化担当大臣】 

 

２．内閣総理大臣指示 【内閣総理大臣】 

 

３．被災状況及び点検概要 【国土強靱化推進室次長】 

 

４．閉会    【国土強靱化担当大臣】 

 

 

 

  資料１ インフラ関係の主な被災状況について 

  資料２ 重要インフラの緊急点検について 



イ
ン
フ
ラ
関
係
の
主
な
被
災
状
況
に
つ
い
て

平
成
３
０
年
９
月
２
１
日

内
閣
官
房

国
土
強
靱
化
推
進
室

資
料
１



※
苫
東
厚
真
①
稼
働
後
は
、⽣

産
活
動
に
影
響
が
あ
る
⾃
家
発
の
調
達
を
解
除
す
る
等
の
対
応
に
よ
り、
単
純
に
これ
ま
で
の
発
電
所
ご
との
出
⼒
を
積
み
上
げ
た
数
値
とは
⼀
致
しな
い
。

北
海
道
胆
振
東
部
地
震
に
よ
る
電
力
供
給
イ
ン
フ
ラ
の
被
災

1

○
震
度
７
の
地
震
に
よ
り
苫
東
厚
真
発
電
所
等
が
ト
ラ
ブ
ル
停
止
し
、
電
力
需
給
バ
ラ
ン
ス
が
大
き
く
崩
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
道
内
全
域
2
9
5
万
戸
の

大
規
模
停
電
が
発
生
。

○
道
内
ほ
ぼ
全
て
の
医
療
機
関
に
お
い
て
、
停
電
等
に
よ
り
診
療
に
影
響
が
出
る
な
ど
、
社
会
生
活
に
多
大
な
影
響
。

○
電
力
広
域
的
運
営
推
進
機
関
に
設
置
さ
れ
た
第
三
者
委
員
会
で
、
原
因
究
明
等
の
た
め
の
検
証
、
再
発
防
止
策
の
検
討
を
行
う
。
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貨
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・
停
電
、
冠
水
に
よ
り
一
部
の
シ
ス
テ
ム
（
チ
ェ
ッ

ク
イ
ン
、
手
荷
物
関
連
等
）
が
使
用
不
可

等
第

２
タ
ー
ミ
ナ
ル

ビ
ル

Ｂ
滑

走
路

Ａ
滑

走
路

【
滑
走
路
及
び
駐
機
場
】

・
ほ
ぼ
全
域
が
浸
水

【
貨
物
上
屋
】

・
屋
根
の
剥
離
や
シ
ャ
ッ
タ
ー
破
損
等
の
被
害
あ
り

・
浸
水
に
よ
り
、
ほ
ぼ
全
棟
で
電
気
、
空
調
等
の
ラ
イ

フ
ラ
イ
ン
が
使
用
不
可
ま
た
は
一
部
不
通

・
上
屋
内
の
貨
物
に
も
浸
水
に
よ
る
被
害
あ
り

台
風
2
1
号
に
よ
る
関
西
国
際
空
港
の
主
な
被
害
状
況
に
つ
い
て
（
浸
水
・
停
電
関
係
）

【
第
１
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
】

・
電

気
設

備
、
空

調
設

備
、
旅

客
・
貨

物
取

扱
設

備
、

防
災
設
備
等
が
浸
水
に
よ
り
損
傷

・
タ
ー
ミ
ナ
ル

中
央

部
の

１
、
２
階

の
北

側
及

び
３
階

で
停

電

2

○
台
風
2
1
号
に
伴
う
高
潮
が
関
西
国
際
空
港
の
防
潮
堤
を
越
え
、
Ａ
滑
走
路
や
第
1
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
が
浸
水
。

○
第
1
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
で
は
、
電
気
設
備
、
防
災
設
備
等
が
地
下
に
設
置
さ
れ
て
い
た
た
め
、
浸
水
に
よ
り
損
傷
し
て
使
用
不
可
と
な
り
、
停
電
が

発
生
。
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※
数
値
等
は
速
報
値
の
た
め
、
今
後
の
精
査
等
に
よ
り
変
更
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
7/

16
15

時
時
点
，
県
管
理
区
間
も
含
む

平
成
3
0
年
７
月
豪
雨
に
よ
る
被
災
状
況
（
高
梁
川
水
系
小
田
川
）

3

○
平
成
3
0
年
７
月
豪
雨
に
お
い
て
、
高
梁
川
水
系
小
田
川
で
は
、
バ
ッ
ク
ウ
ォ
ー
タ
ー
現
象
等
で
水
位
が
高
い
状
態
が
長
時
間
継
続
し
た
こ
と
等
に
よ

り
、
倉
敷
市
真
備
町
に
お
い
て
、
小
田
川
と
小
田
川
に
流
入
す
る
支
川
の
計
８
か
所
で
堤
防
が
決
壊
。

○
浸
水
深
５
ｍ
を
超
え
る
浸
水
と
な
り
、
多
数
の
死
者
が
発
生
。



 

 

平成３０年９月２１日 

内閣官房国土強靱化推進室 

 

重要インフラの緊急点検について 
 
○平成 30 年７月豪雨、台風第 21 号、北海道胆振東部地震等最近の災害に鑑
み、電力インフラ、交通インフラを始めとする重要インフラの機能確保につ
いて、例えば以下の観点などから緊急点検を実施。 
・大規模地震が発生してもブラックアウトのリスク・被害を極小化する 
・大規模地震や施設計画を超える洪水、高潮が生じても、国際空港などの重

要インフラの電気設備に致命的な機能障害を生じさせない 
・バックウォーター現象による河川氾濫や長期的な降雨による土砂災害等

から国民の生命を守る 
 

○９月中に開始し、本年 11 月末を目途に、対応方策をとりまとめ。 
 

１．電力に着目した災害時の重要インフラの機能確保 
 

１－１）電力供給インフラ 
 

【電力インフラ】（例） 

電力 ・電力広域的運営推進機関に設置された第三者委員会の大規模停電

に関する検証作業を踏まえ、全国の電力インフラ総点検を行う。 
 

１－２）電力供給の支障により致命的な機能障害が発生するインフラ 
 

【交通インフラ】（例） 

空港 ・航空輸送上重要な空港等において管制に必要な電源施設等や旅客

ターミナル内の非常用電源の設置個所等、の対策状況を点検 

港湾 ・主要なコンテナターミナルにおいて、非常用電源等の整備状況や

天端高、耐震性等の施設状況等、の対策状況を点検 
 

【その他】（例） 

病院 ・災害拠点病院等について、非常用電源、受水槽の整備状況等、一

週間以上の停電・断水に備えた対策状況を点検。 

通信 ・通信施設について、予備電源の整備等、電力供給喪失時の通信維

持及び迅速な復旧のための対策状況を点検。 

農業 ・中央卸売市場等において、冷蔵機能、処理機能等を確保可能な非

常用電源の整備状況等、の対策状況を点検 

 

２．国民の生命を守ることに着目した災害時の重要インフラの機能確保 
 

（例） 

河川 ・バックウォーター現象等により堤防決壊リスクが高く、人命への

危険性が高い箇所と堤防整備の対策状況を点検。 

道路 ・災害時に、救急救命活動を支える道路ネットワークの確保のため、

高速道路および直轄国道等における土砂災害リスクを点検。 

資料２ 




